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国土交通省航空局安全部 

無人航空機安全課長 

 

登録講習機関の登録等に関する取扱要領 

 

１．目的 （略）  １．目的 （略） 

２．登録講習機関の登録（法第132条の69関係） 

（１）国土交通大臣は、登録を受けようとする者（以下「登録申請

者」という。）が法第132条の70に規定する登録の要件等に適

合する場合は、同条第３項各号に掲げる事項を登録講習機関

登録簿に記載することにより登録講習機関として登録を行う

。法第132条の69の規定により、登録申請者は、ドローン情報

基盤システム（登録講習機関申請機能（以下「登録申請システ

ム」という。））により、省令第３条に規定する申請書の提出

をオンラインで行うものとする。（登録を受けようとする日

の少なくとも１月前を目処とする。）なお、法第132条の71に

規定する登録の更新についても本項に準じた手続きを行うこ

ととする。 

申請書記載事項は次に掲げる事項とする。 

   ①～③（略） 

④登録申請者が無人航空機講習を開始する日(開始希望日) 

２．登録講習機関の登録（法第132条の69関係） 

（１）国土交通大臣は、登録を受けようとする者（以下「登録申請

者」という。）が法第132条の70に規定する登録の要件等に適

合する場合は、同条第３項各号に掲げる事項を登録講習機関

登録簿に記載することにより登録講習機関として登録を行う

。法第132条の69の規定により、登録申請者は、ドローン情報

基盤システム（登録講習機関申請機能（以下「登録申請システ

ム」という。））により、省令第３条に規定する申請書の提出

をオンラインで行うものとする。（登録を受けようとする日

の少なくとも１月前を目処とする。）なお、法第132条の71に

規定する登録の更新についても本項に準じた手続きを行うこ

ととする。 

申請書記載事項は次に掲げる事項とする。 

①～③（略） 

④登録申請者が無人航空機講習を開始する日 



 

 

なお、（４）で規定する添付書類については、登録申請シス

テムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール等）により

国土交通大臣へ提出することができる。 

 

なお、（４）で規定する添付書類については、登録申請シス

テムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール）により国

土交通大臣へ提出することができる。 

また、本要領における届出とは、国等に対して一定の事項

を通知する行為であり、届出書への必要事項の記入など形式

上の要件を満たす必要があることから、この要件を満たさな

いものや届出内容に誤りがあるものは、届出としての効果は

発生しないことに留意する。 

 

（２）国土交通大臣は、登録申請者が法第132条の70に規定する登

録の要件及び省令第３条に規定する登録の手続に適合する場

合は、法第132条の69の規定による登録を行うとともに、当該

申請者あて登録講習機関登録証（様式１）を交付し、その旨を

官報に公示するものとする。 

（２）国土交通大臣は、登録を受けようとする登録講習機関が法

第132条の70に規定する登録の要件及び省令第３条に規定す

る登録の手続に適合する場合は、法第132条の69の規定による

登録を行うとともに、当該申請者あて登録講習機関登録証（

様式１）を交付し、その旨を官報に公示するものとする。 

（３）（略） （３）（略） 

（４）添付書類は、次のとおりとする。 

①・②（略） 

③ 施設及び設備の概要書（様式２） 

登録講習機関は、法第 132 条の 70第１項の表の上欄に

掲げる講習機関の種類に応じ、それぞれ同表の中欄に

掲げる施設及び設備の名称、数、性能及び所在の場所

等について様式２に従って記載すること。なお、数に

ついては、施設及び設備の全数ではなく、無人航空機

講習を実施するために必要なものとして確保する数を

記載すること。 

（４）添付書類は、次のとおりとする。 

①・②（略） 

③ 施設及び設備の概要書（様式２） 

登録講習機関は、法第 132 条の 70第１項の表の上欄に掲

げる講習機関の種類に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げ

る施設及び設備の名称、数、性能及び所在の場所等につ

いて様式２に従って記載すること。 

 

 

 



 

 

また、当該施設及び設備を用いて無人航空機講習を行

うことを証する書類を添付すること。（様式２「５．添

付書類」をいう。） 

※１ 施設及び設備については、「登録講習機関の講習

の内容の基準等を定める告示」（令和４年国土交通省

告示第 951 号。以下「告示」という。）別表第二に定

める。 

※２ 常設のものだけでなく、出張講習等臨時的に行わ

れる講習において使用されるものも含むこと。 

④ 講師の条件への適合宣誓書（様式３）等 

法第132条の70第１項の表の下欄に掲げる要件に適合

することを説明した資料をいう。 

無人航空機講習を行う講師は、担当する講習の種類に

応じ、法第 132 条の 70第１項の表に準じた次に掲げる

表の下欄に掲げる条件のいずれにも適合する者でなけ

ればならない。登録講習機関の代表者は、次号に掲げ

る事項を記載した書類（様式４）に記載された者が、条

件に適合していることを点検・確認の上、講師の条件

への適合宣誓書（様式３）に直筆で署名するものとす

る。なお、代表者自らが講師も務める場合にあっては、

更に代表者を補佐する者による点検・確認を行い、代

表者を補佐する者が代表者に代わり直筆で署名するも

のとする。また、当該条件に適合する者であることを

証する書類として、次号に掲げる事項を記載した書類

（様式４）及びそれらを証する書類（様式５）を提出す

また、当該施設及び設備を用いて無人航空機講習を行

うことを証する書類を添付すること。（様式２「５．添

付書類」をいう。） 

※１ 施設及び設備については、「登録講習機関の講習

の内容の基準等を定める告示」（令和４年国土交通省

告示第 951 号。以下「告示」という。）別表第二に定

める。 

※２ 常設のものだけでなく、出張講習等臨時的に行わ

れる講習において使用されるものも含むこと。 

④ 講師の条件への適合宣誓書（様式３）等 

法第132条の70第１項の表の下欄に掲げる要件に適合

することを説明した資料をいう。 

無人航空機講習を行う講師は、法第 132 条の 70第１項

の表の上欄に掲げる講習機関の種類に応じ、それぞれ

同表の下欄に掲げる条件のいずれにも適合する者でな

ければならない。当該条件に適合する者であることを

証する書類として、次号に掲げる事項を記載した書類

（様式４）及びそれらを証する書類（様式５）を提出す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 



 

 

るものとする。 

    ⑤ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（様式４） 

下表の条件に適合した講師及び法第132条の47第２項

の実地試験に準じて行う修了審査を行う者（以下「修

了審査員」という。）の氏名、技能証明等を記載した様

式４を添付すること。 

※１ 下表の「無人航空機の飛行の方法について限定が

されていないもの」については、「当該講師等が行う

講習に対応した無人航空機の種類及び飛行の方法に

ついて限定がされていないもの」とする。 

※２ 下表の「無人航空機を飛行させた経験」について

は、該当する技能証明を取得後のものとする。 

 

登録

講習

機関 

一等無人航空機操

縦士の講習を行う

ための登録講習機

関 

二等無人航空機操

縦士の講習を行う

ための登録講習機

関 

講師

等の

条件 

イ．～ハ． （略） 

次のいずれかの要

件を満たすこと。 

イ．一等無人航空

機操縦士の技能

次のいずれかの要

件を満たすこと。 

イ．二等無人航空

機操縦士の技能

 

    ⑤ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（様式４） 

法第132条の47第２項の実地試験に準じて行う修了審

査を行う者（以下「修了審査員」という。）の条件は、

下表によるものとし、その適合性について様式４を添

付すること。 

なお、様式４については、記入項目等を満足する別の書類

で代替してもよいが、いずれにしても、登録講習機関の代表

者が記載内容について点検・確認の上署名するものとし、代

表者自らが講師も務める場合にあっては、更に代表者を補佐

する者による点検・確認を行うこと。（様式３をいう。） 

 

 

 

 

 

登録

講習

機関 

一等無人航空機操

縦士の講習を行う

ための登録講習機

関 

二等無人航空機操

縦士の講習を行う

ための登録講習機

関 

講師

等の

条件 

イ．～ハ． （略） 

次のいずれかの要

件を満たすこと。 

イ．一等無人航空

次のいずれかの要

件を満たすこと。 

イ．二等無人航空



 

 

⑥ （略） 

⑦ 修了審査用無人航空機の仕様要件又は機体認証書等 

※１ 修了審査用無人航空機を借用している場合は、賃

貸借契約書等の写しを添付するものとする。 

※２ 修了審査用無人航空機の仕様要件は告示別表第二

に定める。 

    ⑧ 修了審査用空域図 

※１ 修了審査用空域図の基準は告示別表第二に定め

る。 

※２ 図面だけでなく地上から撮影した写真（修了審査

用空域を枠で囲むこと）も添付すること。 

※３ 告示に定められた終了審査用空域図の基準を満た

証明（無人航空

機の飛行の方法

について限定が

されていないも

のに限る。）を

有する者であっ

て１年以上無人

航空機を飛行さ

せた経験を有す

る。 

ロ．前号と同等以

上の能力を有す

る。 

証明（無人航空

機の飛行の方法

について限定が

されていないも

のに限る。）を

有する者であっ

て６月以上無人

航空機を飛行さ

せた経験を有す

る。 

ロ．前号と同等以

上の能力を有す

る。 

     

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ （略） 

    ⑦ 修了審査用無人航空機の仕様要件又は機体認証書等 

      ※修了審査用無人航空機を借用している場合は、賃貸借

契約書等の写しを添付するものとする。 

 

 

⑧ 修了審査用空域図 

 

 

 

 

機操縦士の技能

証明（無人航空

機の飛行の方法

について限定が

されていないも

のに限る。）を

有する者であっ

て１年以上無人

航空機を飛行さ

せた経験を有す

る。 

ロ．前号と同等以

上の能力を有す

る。 

機操縦士の技能

証明（無人航空

機の飛行の方法

について限定が

されていないも

のに限る。）を

有する者であっ

て６月以上無人

航空機を飛行さ

せた経験を有す

る。 

ロ．前号と同等以

上の能力を有す

る。 



 

 

していることが明確に分かるように、空域の場所及

び大きさ等を図示すること 

     ⑨ 組織図 

※ 講師、役員及びその他講習事務に必要な人員につい

て、講習事務の実施に当たり十分な人員が配置されて

いることを示す資料を添えて提出すること。 

一等無人航空機操縦士の講習を行うための登録講習機関と

二等無人航空機操縦士の講習を行うための登録講習機関を同

時に登録申請する場合は、重複する書類（上記①、②、⑥、⑨）

を改めての提出する必要はない。 

また、無人航空機講習事務を行う事務所が複数ある場合は、

上記③、④、⑤、⑦、⑧（⑦・⑧は該当する場合のみ）を事務

所ごとに提出する必要がある。 

 

 

 

⑨ 組織図 

講師、管理者及びその他講習事務に必要な人員につい

て、講習事務の実施に当たり十分な人員が配置されてい

ることを示す資料を添えて提出すること。 

一等無人航空機操縦士の講習を行うための登録講習機関と

二等無人航空機操縦士の講習を行うための登録講習機関を同

時に登録申請する場合は、重複する書類（上記①、②、⑥、⑨）

を改めての提出する必要はない。 

    また、無人航空機講習事務を行う事務所が複数ある場合は、

上記③、④、⑤、⑦、⑧（⑦・⑧は該当する場合のみ）を事務

所ごとに提出する必要がある。 

（５）登録申請の審査 

    国土交通大臣は、登録講習機関の登録申請があったときは、

法第132条の70第１項及び第２項の登録の要件等への適合性

について審査するものとする。 

審査事項 審査の内容 

登録申請者 ２．（４）②及び⑥の書類により、次

の事項について審査する。 

イ．登録申請者が航空法又は航空法に基

づく命令に違反し、罰金以上の刑に処

せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から２年

（５）登録申請の審査 

    国土交通大臣は、登録講習機関の登録申請があったときは、

法第132条の70第１項及び第２項の登録の要件等への適合性

について審査するものとする。 

審査事項 審査の内容 

登録申請者 ２．（４）②及び⑥の書類により、次

の事項について審査する。 

イ．登録申請者が航空法又は航空法に基

づく命令に違反し、罰金以上の刑に処

せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなった日から２年



 

 

を経過しない者である場合は、登録を

行わないものとする。 

ロ．・ハ． （略） 

施設及び設

備 

イ．法第132条の70の表の中欄に規定する

施設及び設備を有していること及びそ

れらが告示別表第二に定める基準に適

合していることを、施設及び設備の概

要書、不動産登記簿謄本、土地建物賃

貸借契約書等により審査する。 

ただし、主たる事務所以外の事務所

で行う講習であって、通常、地域住民

に開放されている地方公共団体が管理

する施設又は組合員のために使用が認

められている施設等を使用するときは

、この限りでない。（この場合、借用

方法が分かる資料（使用する施設のホ

ームページの画面を添付することも可

）、料金形態、使用実績がある領収書

等を添付すること） 

ロ．講義室が講義を行うのに適当な広さ

であること、また講義室及びその周辺

の環境が教育を行うのに適したもので

あることを施設及び設備の概要書、建

物の見取図、写真等により審査する。

なお、オンラインによる講義も可とす

を経過しない者である場合は、登録は

行わないものとする。 

ロ．・ハ． （略） 

施設及び設

備 

イ．法第132条の70の表の中欄に規定する

施設及び設備を有していること及びそ

れらが告示別表第二に定める基準に適

合していることを、施設及び設備の概

要書、不動産登記簿謄本、土地建物賃

貸借契約書等により審査する。 

ただし、主たる事務所以外の事務所

で行う講習であって、通常、地域住民

に開放されている地方公共団体が管理

する施設又は組合員のために使用が認

められている施設等を使用するときは

、この限りでない。 

 

 

 

 

ロ．講義室が講義を行うのに適当な広さで

あること、また講義室及びその周辺の環

境が教育を行うのに適したものであるこ

とを施設及び設備の概要書、建物の見取

図等により審査する。なお、オンライン

による講義も可とする。（告示別表第三



 

 
 

る。（告示別表第三） 

ハ．実習用空域が適切であることを、施

設及び設備の概要書並びに実習用空域

図及びその写真により審査する。 

ニ．修了審査用無人航空機が、告示別表

第二で定める基準に適合していること

を、施設及び設備の概要書及び機体認

証書等により審査する。 

講師 （略） 

） 

ハ．実習空域が適切であることを、施設

及び設備の概要書及び実習用空域図に

より審査する。 

ニ．修了審査用無人航空機が、告示別表

第二で定める基準に適合していること

を、施設及び設備の概要書及び機体認

証書等により審査する。 

講師 （略） 
 

（６）登録講習機関登録証の記載要領 

    登録講習機関登録証の記載要領は、次のとおりとする。 

記載事

項 

記載要領 

登 録 年

月日 

（略） 

登 録 番

号 

（略） 

登 録 講

習 機 関

の 名 称

及 び 住

所 並 び

に 代 表

者 の 氏

（略） 

（６）登録講習機関登録証の記載要領 

登録講習機関登録証の記載要領は、次のとおりとする。 

記載事

項 

記載要領 

登 録 年

月日 

（略） 

登 録 番

号 

（略） 

登 録 講

習 機 関

の 名 称

及 び 住

所 並 び

に 代 表

者 の 氏

（略） 



 

 

名 

登 録 講

習 機 関

の種類 

（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登 録 期 （略） 

名 

登 録 講

習 機 関

の種類 

（略） 

無人航

空機講

習事務

を行う

事務所

の名称

及び所

在地 

イ．無人航空機講習事務を行う事務所の名称は

、当該法人等の名称を付して記載する。 

ロ．無人航空機講習事務を行う事務所の所在地

は、講習を実施する当該法人の主たる事務所

又は事務所等の住所を記載する。 

ハ．学校等にあっては、講習を実施する学部・

学科・課程又はコース等の名称を（ ）書き

で附記する。 

（例） 

Ⅰ．○○○○（株）無人航空機登録講習機関 

東京都○○区○○町○－○－○ 

Ⅱ．○○○○（株）○○支店無人航空機登録

講習機関 

○○県○○市○○町○－○－○ 

Ⅲ．独立行政法人○○機構△△△無人航空機

登録講習機関 

○○県○○市○○町○－○－○ 

Ⅳ. ○○県立○○航空高等学校 

校長○○ ○○ 

○○県○○市○○町○－○－○ 

登 録 期 （略） 



 

 

間 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

間 

登 録 講

習 機 関

に お け

る 無 人

航 空 機

操 縦 者

の 講 習

の 開 始

日 

 無人航空機講習事務の開始予定日を記載する

。 

 

３．登録講習機関登録簿（法第 132 条の 70第３項関係） 

法第 132 条の 69 に規定する登録講習機関の登録は、次に掲げる

事項を電磁的記録の登録講習機関登録簿に記載することにより行

うものとする。 

登録講習機関登録簿に記載する事項は次に掲げるものとする。 

（１） （略） 

（２）登録講習機関の名称、住所及びその代表者の氏名 

 

（３）～（５） （略） 

３．登録講習機関登録簿（法第 132 条の 70第３項関係） 

法第 132 条の 69 に規定する登録講習機関の登録は、次に掲げる

事項を登録講習機関登録簿（様式７）に記載することにより行う

ものとする。 

登録講習機関登録簿に記載する事項は次に掲げるものとする。 

（１） （略） 

（２）無人航空機講習を行う者の名称、住所及びその代表者の

氏名 

（３）～（５） （略） 

 

４．無人航空機講習事務規程の届出（法第 132 条の 74関係） 

（１）登録講習機関における無人航空機操縦者の講習の方法及び

料金等に関する事項について法第132条の74第１項の無人航

空機講習事務規程（以下「事務規程」という。）を定め、無人

航空機講習事務規程届出書（様式８）に当該事務規程及び下

４．無人航空機講習事務規程の届出（法第 132 条の 74関係） 

（１）登録講習機関における無人航空機操縦者の講習の方法及び

料金等に関する事項について法第132条の74第１項の無人航

空機講習事務規程（以下「事務規程」という。）を定め、無人

航空機講習事務規程届出書（様式８）に当該事務規程及び下



 

 

記（２）に規定する書類を添えて、登録申請システムによる手

続き以外の電磁的方法（電子メール等）により国土交通大臣

に提出するものとする。（登録講習機関における無人航空機

講習事務を開始する日の少なくとも１月前を目処とする。） 

なお、事務規程に記載すべき内容は別添のとおり。 

 

（２）添付書類は、次のとおりとする。 

①～⑦ （略） 

⑧ 管理者及び講師（修了審査員を含む。）に対する研修

指導要領 

※告示別表第四の「登録講習機関管理者に対する研修

の内容及び方法の基準」及び別表第五の「講師に対す

る研修の内容及び方法の基準」に適合する内容及び

研修の方法が記載されているもの。また、管理者及び

講師の研修受講の記録方法についても記載すること

とする。 

     ⑨ 実地講習実施計画書 

※講習の日程、講習会場、講習を受ける者の定員及び

同時に講習を受ける者の人数が記載されているもの

について、当初の四半期について作成するものとし、

その後についても四半期毎に作成すること。なお、事

務規程が受理された後に当初の四半期の計画を変更

又はその後の四半期毎の実地講習実施計画書を作成

した場合の提出は不要とし、登録講習機関で適切に

保管することとする。 

記（２）に規定する書類を添えて、登録申請システムによる手

続き以外の電磁的方法（電子メール）により国土交通大臣に

提出するものとする。（登録講習機関における無人航空機講

習事務を開始する日の少なくとも１月前を目処とする。） 

なお、事務規程に記載すべき内容は別添のとおり。 

 

（２）添付書類は、次のとおりとする。 

①～⑦ （略） 

⑧ 管理者及び講師（修了審査員を含む。）に対する研修

指導要領 

※告示別表第四の「登録講習機関管理者に対する研修

の内容及び方法の基準」及び別表第五の「講師に対す

る研修の内容及び方法の基準」に適合する内容及び

研修の方法が記載されているもの。 

 

 

    ⑨ 実地講習実施計画書 

※講習の日程、講習会場、講習を受ける者の定員及び同

時に講習を受ける者の人数が記載されているものにつ

いて、当初の四半期について作成するものとする。な

お、その後についても四半期毎に作成し保管すること。 

 

 

 

 



 

 

     ⑩ （略） 

     ⑪ 緊急時の連絡体制図 

※緊急時における連絡責任者（管理者又は連絡員）及

び連絡経路が記載され、各者の電話番号が明記され

ていること。（国土交通省航空局、消防等の外部機

関との連絡経路も含む。） 

⑩（略） 

    ⑪ 緊急時の連絡体制図 

※緊急時における連絡責任者（管理者又は連絡員）及び

連絡経路が記載され、各者の電話番号が明記されてい

ること。 

 

５．登録事項の変更の届出（法第 132 条の 73 関係） 

（１）法第 132 条の 73及び省令第７条の規定により登録事項を変

更（３．（２）から（５）に掲げる事項に限る。以下同じ。）

しようとするときは、登録申請システムによる変更届出を行

うとともに、下記（２）に掲げる書類を国土交通大臣に提出す

るものとする。（３．（２）に掲げる事項の変更は変更が生じ

た日から２週間以内、その他の事項については変更が生じる

日の少なくとも１月前を目処とする。）なお、無人航空機講習

事務を行う事務所を新設する場合も、本項に準じた手続きを

行うものとする。  

登録事項の変更は次に掲げる事項とする。 

① 変更しようとする事項 

② 変更しようとする日 

③ 変更の理由 

 

（２）添付書類は、次のとおりとする。なお、添付書類は、登録申

請システムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール等）

により国土交通大臣に提出するものとする。 

    ① ３．（２）に掲げる事項を変更する場合 

５．登録事項の変更の届出（法第 132 条の 73 関係） 

（１）法第 132 条の 73及び省令第７条の規定により登録事項を変

更（３．（２）から（５）に掲げる事項に限る。以下同じ。）

しようとするときは、下記（２）に掲げる書類を当該変更の２

週間前までに国土交通大臣に提出するものとする。なお、無

人航空機講習事務を行う事務所を新設する場合も、本項に準

じた手続きを行うものとする。 

登録事項の変更は次に掲げる事項とする。 

① 変更しようとする事項 

② 変更しようとする日 

③ 変更の理由 

 

 

 

 

（２）添付書類は、次のとおりとする。 

 

 

① ３．（２）、（４）及び（５）①に掲げる事項を変更す



 

 

登録講習機関又は事務所の名称を証する書類（定款、

寄附行為、登記簿の謄本等） 

 

② ３．（３）に掲げる事項を変更する場合 

無人航空機講習の種類を証する書類（施設及び設備の

概要書、講師一覧等） 

③ ３．（４）及び（５）①に掲げる事項を変更する場合 

事務所の名称又は所在地を証する書類（様式２、事務

規程（別添）講習事務を行う事務所一覧等） 

④ ３．（５）②に掲げる事項を変更する場合 

無人航空機講習事務の開始日を変更する理由を記載 

した書類 

（３）（略） 

 

る場合 

登録講習機関又は事務所の名称を証する書類（定款、

寄附行為、登記簿の謄本等） 

② ３．（３）に掲げる事項を変更する場合 

無人航空機講習の種類を証する書類（施設及び設備の

概要書、講師一覧等） 

    （新設） 

     

 

③ ３．（５）②に掲げる事項を変更する場合 

無人航空機講習事務の開始日を変更する理由を記載 

した書類 

（３）（略） 

（削除） 

 

６．登録講習機関登録事項変更記録簿 

国土交通大臣は、登録講習機関登録事項変更届出を受理した場

合には、登録講習機関登録事項変更記録簿（様式９）に、当該登録

事項の変更の内容及び変更年月日を記録するものとする。 

 

６．事務規程の変更（法第 132 条の 74関係） 

登録講習機関は、事務規程又は同規程の添付書類の記載事項を

変更しようとするときは、法第 132 条の 74第１項の規定により、

無人航空機講習事務規程変更届出書（様式 10）に当該変更後の事

務規程及び当該変更箇所に係る新旧対照表等の関係書類を添え

て、登録申請システムによる手続き以外の電磁的方法（電子メー

７．事務規程の変更（法第 132 条の 74関係） 

登録講習機関は、事務規程又は同規程の添付書類の記載事項を

変更しようとするときは、法第 132 条の 74第１項の規定により、

無人航空機講習事務規程変更届出書（様式 10）に当該変更後の事

務規程及び当該変更箇所に係る新旧対照表等の関係書類を添えて

国土交通大臣に提出するものとする。（変更しようとする日の少



 

 

ル等）により国土交通大臣に提出するものとする（変更しようと

する日の少なくとも１月前を目処とする。）。 

なお、２．（４）の登録時に審査を行った添付書類の中で、講師、

講義室／実習用空域（修了審査用空域）、実習用無人航空機又は設

備の変更が伴う場合は、以下の修正書類も合わせて添付すること

とする。 

 

■講師の変更 

   ＜登録時に提出した書類＞ 

    ・講師の条件への適合宣誓書（様式３） 

・講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（様式４） 

・講師が法第 132 条の 70の表の下欄の第一号の規定に適合

することを証明する書類（様式５） 

・講師認定証など講師経験を証する書類 

     ※講師の所属形態が業務委託であれば、講師個人との業

務委託契約書を含む。 

    ・飛行実績 

    ・組織図 

   ＜講習事務規程として届出た書類＞ 

    ・変更届出書（様式 10） 

    ・別添 講師一覧表 

■講義室／実習用空域（修了審査用空域を含む）の変更 

   ＜登録時に提出した書類＞ 

    ・施設及び設備の概要書（様式２） 

     ※使用場所が借用であれば賃貸借契約書等を含む。 

なくとも１月前を目処とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

    ・修了審査用空域図 

     ※図面だけでなく地上から撮影した写真等を含む。 

※修了審査空域については、告示に定められた修了審査

用空域図の基準を満たしていることが明確に分かる様

に、空域の場所及び大きさ等を図示すること。 

   ＜講習事務規程として届出た書類＞ 

    ・変更届出書（様式 10） 

    ・別添 修了審査用空域図 

■実習用無人航空機（修了審査用無人航空機を含む）の変更 

   ＜登録時に提出した書類＞ 

    ・施設及び設備の概要書（様式２） 

     ※使用機体が借用であれば賃貸借契約書等を含む。 

    ・修了審査用無人航空機の仕様要件 

   ＜講習事務規程として届出た書類＞ 

    ・変更届出書（様式 10） 

    ・別添 修了審査用無人航空機 

■設備（講義室を除く）の変更 

   ＜登録時に提出した書類＞ 

    ・施設及び設備の概要書（様式２） 

     ※機材が借用であれば賃貸借契約書等を含む。 

   ＜講習事務規程として届出た書類＞ 

    ・変更届出書（様式 10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．役員の選任及び解任の届出（省令第５条関係） 

（１）役員の選任の届出 

８．役員の選任及び解任の届出（省令第５条関係） 

（１）役員の選任の届出 



 

 

登録講習機関は、その役員（当該講習機関の代表者を除く。）

を選任した場合には、その日から２週間以内に省令第５条第

１項の規定により、登録講習機関役員選任届出（通知）書（様

式 11）に、２．（４）①の登記事項証明書、同項②の役員名

簿、本籍の記載のある住民票の写し及び履歴書を添えて、登

録申請システムによる手続き以外の電磁的方法（電子メール

等）により国土交通大臣に提出するものとする。 

 

（２）役員の解任の届出 

登録講習機関は、その役員（当該講習機関の代表者を除く。）

を解任した場合には、その日から２週間以内に省令第５条第

２項の規定により、登録講習機関役員解任届出（通知）書（様

式 12）に、２．（４）①の登記事項証明書及び同項②の役員

名簿を添えて、登録申請システムによる手続き以外の電磁的

方法（電子メール等）により国土交通大臣に提出するものと

する。 

 

登録講習機関は、その役員（当該講習機関の代表者を除く。）

を選任した場合には、その日から２週間以内に省令第５条第

１項の規定により、登録講習機関役員選任届出（通知）書（様

式 11）に、２．（４）①の登記事項証明書、同項②の役員名

簿、本籍の記載のある住民票の写し及び履歴書を添えて国土

交通大臣に提出するものとする。 

 

 

（２）役員の解任の届出の場合 

登録講習機関は、その役員（当該講習機関の代表者を除く。）

を解任した場合には、その日から２週間以内に省令第５条第

２項の規定により、登録講習機関役員解任届出（通知）書（様

式 12）に、２．（４）①の登記事項証明書及び同項②の役員

名簿を添えて国土交通大臣に提出するものとする。 

 

８．登録の更新（法第 132 条の 71関係） （略） ９．登録の更新（法第 132 条の 71関係） （略） 

９．無人航空機講習事務の休廃止（法第 132 条の 75 関係） 

（１）登録講習機関は、法第 132 条の 75 に規定する登録講習機関

における無人航空機講習事務に関する業務の全部又は一部を

休止又は廃止しようとする場合は、登録申請システムによる

休廃止届出を行うとともに、省令第９条の規定に基づき、次

に掲げる事項を記載した無人航空機講習事務休廃止届出書

（様式 13）を登録申請システムによる手続き以外の電磁的方

10．無人航空機講習事務の休廃止（法第 132 条の 75 関係） 

（１）登録講習機関は、法第 132 条の 75 に規定する登録講習機関

における無人航空機講習事務に関する業務の全部又は一部を

休止又は廃止しようとする場合は、省令第９条の規定に基づ

き、次に掲げる事項を記載した無人航空機講習事務休廃止届

出書（様式 13）を国土交通大臣に提出するものとする。（当

該休止又は廃止しようとする日の少なくとも１月前を目処と



 

 

法（電子メール等）により国土交通大臣に提出するものとす

る。（当該休止又は廃止しようとする日の少なくとも１月前

を目処とする。） 

    また、省令第 13条の規定に基づき、遅滞なく、帳簿その他

の書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を

含む。）を登録申請システムによる手続き以外の電磁的方法

（電子メール等）により国土交通大臣に提出するものとする。 

なお、無人航空機講習を休止する場合においても、休止す

る事業年度について、省令第６条第７号に基づく外部の者に

よる監査を受け、かつ、省令第６条第８号に基づく国土交通

大臣への監査の結果の報告を行う必要がある。法令違反が認

められた場合は、法 132 条の 78 の改善命令等の行政処分の対

象となる。 

登録事項の変更は次に掲げる事項とする。 

①～④ （略） 

 

（２）登録講習機関は、（１）③の休止期間の変更等の事由により

無人航空機講習事務休廃止届出書の記載内容の変更を行おう

とする場合は、内容を変更した無人航空機講習事務休廃止届

出書を登録申請システムによる手続き以外の電磁的方法（電

子メール等）により国土交通大臣に提出するものとする。（変

更に係る事由が発生する日の少なくとも１月前を目処とす

る。）。 

 

（３）国土交通大臣は、登録講習機関から当該届出の提出があっ

する。） 

なお、当該届出書の提出について登録申請システムにより、

オンラインで行うものとする。 

    登録事項の変更は次に掲げる事項とする。 

①～④ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国土交通大臣は、登録講習機関から当該届出の提出があっ



 

 

たときは、その旨を官報に公示するものとする。 たときは、その旨を官報に公示するものとする。 

 

10．不正な受講者の処分に関する報告 

登録講習機関は、事務規程で定める不正な受講者の処分につい

て、その事実があったときは、遅滞なく国土交通大臣に報告する

ものとする。 

11．報告 

（１）登録講習機関届出事項変更届 

登録講習機関は、２．の登録講習機関登録申請又は４．の事

務規程届出及び８．の登録講習機関登録更新申請の添付書類

の記載事項に変更があったときは、当該届出事項の変更が生

じた年月日及びその理由を添えて、国土交通大臣に提出する

ものとする。（変更があった日から２週間以内を目処とする。） 

   

（２）不正な受講者の処分に関する報告 

登録講習機関は、事務規程で定める不正な受講者の処分に

ついて、その事実があったときは、遅滞なく国土交通大臣に

報告するものとする。 

11．登録講習機関の責務 （略） 12．登録講習機関の責務 （略） 

12. 事務規程の届出及び無人航空機講習の開始時期に係る留意事項 

  本要領における届出とは、国等に対して一定の事項を通知す

る行為であり、届出書への必要事項の記入など形式上の要件を満

たす必要があることから、この要件を満たさないものや届出内容

に誤りがあるものは、届出としての効果は発生しないことに留意

すること。 

  また、無人航空機講習の開始にあたっては、４．に定める事務

規程の届出について国土交通省航空局からの受領連絡を受領し

ていること、登録講習機関において管理者研修及び講師研修が完

了していること、修了審査員に選出されたものが指定試験機関に

（新設） 

 



 

 

おける修了審査員研修を受講完了していること等の要件を満た

さなければ、講習事務を開始することができないので留意するこ

と。なお、変更した事務規程による無人航空機講習の開始につい

ても同様とする。 

13．登録講習機関に対する監督等  

登録講習機関として適切な運営を行うに当たり、登録講習機

関に課せられた事項を遵守すること。不適切な運営等が行われて

いることが判明した場合は適合命令、改善命令、登録の取消し等

がなされることを認識しておくこと。 

（１）～（５） （略） 

 

（６）帳簿の提出 

   登録講習機関は、省令第 13条の規定に基づき、法第 132 条

の 75の規定により無人航空講習事務を休止し、又は廃止した

場合その他当該事務を行わないこととなった場合は、遅滞な

く、帳簿その他の書類（当該書類に記載すべき事項を記録し

た電磁的記録を含む。）を電磁的方法（電子メール等）により 

国土交通大臣に提出しなければならない 。 

 

（７）講習事務の実施状況に係る定期的な確認 

省令第６条第６号の規定に基づき、無人航空機講習事務が

適切に行われていることについて、定期的（少なくとも１年

に１回。ただし、受講者の成績に関する記録は除く。）に下表

の事項について確認し、記録するものとする。 

確認事項 内容 

13．監督等 

 

 

 

 

 

（１）～（５） （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（６）講習事務の実施状況に係る定期的な確認 

省令第６条第６号の規定に基づき、無人航空機講習事務が

適切に行われていることについて、定期的（少なくとも１年

に１回。ただし、受講者の成績に関する記録は除く。）に下表

の事項について確認するものとする。 



 

 

実地講習を

行うため必

要な施設及

び設備 

（略） 

修了審査に

用いる施設

及び設備 

（略） 

講習に必要

な書籍その

他の教材 

（略） 

講師 （略） 

修了審査員 （略） 

受講者の成

績 

イ．講習を行った結果について、各講習のシ

ラバス毎に再受講率を確認し、その結果を

記録すること。 

ロ．講習を修了した者の無人航空機操縦士試

験合格率を確認し、その結果を記録するこ

と。 

ハ．イ．及びロ．の結果を基に、定期的に講

習のシラバスその他講習の内容を見直す手

順を事務規程に定め、適切に実施すること

。 

 

（８）許可・承認証の取得及び保管 

確認事項 内容 

実地講習を

行うため必

要な施設及

び設備 

（略） 

修了審査に

用いる施設

及び設備 

（略） 

 

 

講習に必要

な書籍その

他の教材 

（略） 

講師 （略） 

修了審査員 （略） 

受講者の成

績 

イ．講習を行った結果について、各講習のシ

ラバス毎に再受講率を確認し、その結果を

記録すること。 

ロ．講習を修了した者の無人航空機操縦士試

験合格率を確認し、その結果を記録するこ

と。 

ハ．イ．及びロ．の結果を基に、定期的に講

習のシラバスその他講習の内容を見直す手

順を無人航空機講習事務規程に定め、適切

に実施すること。 

 



 

 

登録講習機関は、法第 132 条の 85 及び第 132 条の 86 に基づ

き、国土交通大臣の許可又は承認が必要となる空域又は方法で

の飛行（以下「特定飛行」という。）に該当する実地講習を行う

場合には、修了審査員又は講師及び受講者が必要な許可・承認

証を取得するとともに、これを適切に保管すること。 

 

（９） （略） 

(新設) 

 

 

 

 

 

 

（７） （略） 

附 則（令和４年９月５日 国空無機第 193915 号） 

（施行期日） 

第１条 この要領は、令和４年９月５日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 ２.（４）⑤の表に掲げる一等無人航空機操縦士の講習を行

うための登録講習機関における講師の条件ロについては、当面の

間、国土交通省航空局ホームページに掲載されている無人航空機

の操縦者に対する講習等を実施する団体（以下「ＨＰ掲載講習団

体」という。）等での１年以上の講師の経験があり、直近２年間で

１年以上の飛行経験かつ 100 時間以上の飛行実績を有することと

する。 

２ ２.（４）⑤の表に掲げる二等無人航空機操縦士の講習を行うた

めの登録講習機関における講師の条件ロについては、当面の間、

ＨＰ掲載講習団体等での６月以上の講師の経験があり、直近２年

間で６月以上の飛行経験かつ 50 時間以上の飛行実績を有するこ

ととする。 

 

附 則（令和４年９月５日 国空無機第 193915 号） 

（施行期日） 

第１条 この要領は、令和４年９月５日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 ２.（４）⑤の表に掲げる一等無人航空機操縦士の講習を行

うための登録講習機関における講師の条件ロについては、当面の

間、国土交通省航空局ホームページに掲載されている無人航空機

の操縦者に対する講習等を実施する団体（以下「ＨＰ掲載講習団

体」という。）等での１年以上の講師の経験があり、直近２年間で

１年以上の飛行経験かつ 100 時間以上の飛行実績を有することと

する。 

２ ２.（４）⑤の表に掲げる二等無人航空機操縦士の講習を行うた

めの登録講習機関における講師の条件ロについては、当面の間、

ＨＰ掲載講習団体等での６月以上の講師の経験があり、直近２年

間で６月以上の飛行経験かつ 50 時間以上の飛行実績を有するこ

ととする。 

 



 

 

附 則（令和６年３月８日 国空無機第 233319 号） 

（施行期日） 

第１条 この要領は、令和６年３月８日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この要領の施行の際、現に届け出ている事務規程について

は、改正後の規定にかかわらず、令和６年６月８日までは、なお従

前の例によることができる。 

（新設） 

 

  



 

 

様式１ 

   

 

 

 

様式１ 

     

様式２ 様式２ 



 

 

   

   

 



 

 

   

 

 

   



 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 



 

 

様式３ 講師が航空法第 132条の 70第１項の表の下欄の条件に

適合することを説明した書類（無人航空機の種類（回転翼航空機

（マルチローター）、回転翼航空機（ヘリコプター）、飛行機）

に応じて提出） 

   

様式３ 講師が航空法第 132 条の 70 第１項の表の下欄の条件に適

合することを説明した書類 

 

 

   

様式４ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（その１） 様式４ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（その１） 



 

 

 

 

 

 
 



 

 

様式４ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（その２） 

 

 

様式４ 講師の氏名、担当科目及び専任又は兼任の別（その２） 

 

 



 

 

様式５ 講師が法第 132条の 70の表の下欄の第一号の規定に適合

することを証明する書類 

※身分証明書（運転免許証等）の写し、講師認定証など講師経験を

証する書類の写し及び飛行実績を添付すること。 

 

様式５ 講師が法第 132 条の 70 の表の下欄の第一号の規定に適合す

ることを証明する書類 

※身分証明書（運転免許証等）の写しを添付すること。 

 

 

様式６ 役員が航空法第 132条の 70第２項の規定に該当しないこ

とを説明した書類 

様式６ 役員が航空法第 132 条の 70 第２項の規定に該当しないこと

を説明した書類 



 

 

   

 

   

 

様式７ 削除 様式７ 登録講習機関 登録簿 

 



 

 

 

様式８ 無人航空機講習事務規程 届出書 

 

様式８ 無人航空機講習事務規程 届出書 

 



 

 

   

    

様式９ 削除 

 

 

 

 

 

 

様式９ 登録講習機関登録事項 変更記録簿 

 

 



 

 

（削除） 

 

 

様式 10～様式 17 （略） 

 

様式 10～様式 17 （略） 

 



 

 

（別添）無人航空機講習事務規程に記載すべき内容 

 

登録講習機関に登録された者に対し届出を求める無人航空機講

習事務規程（以下「事務規程」という。）に記載すべき内容は、無

人航空機の登録講習機関及び登録更新講習機関に関する省令（令

和４国土交通省令第 59号）第８条に定められており、また、講習

の内容等に関する基準は登録講習機関の教育の内容に関する基準

等を定める告示（令和４年国土交通省告示第 951 号）に定められて

いる。 

これらの基準を踏まえ、事務規程には以下の内容を具体的に記載

すること。 

 

（事務規程への記載事項） 

事務規程に記載すべき項目及び内容は、次のとおりである。 

（１）～（４） （略） 

（５）教科書の名称、著者及び発行者 

講習で使用する教科書について、名称、著者及び発行者を

記載。シラバス内で記載してもよい。 

（６）登録講習機関における無人航空機講習の修了証明書の交

付及び再交付に関する事項 

（２）で記載した講習機関の種類ごとに、修了条件と修了

した際に交付する修了証明書の記載要領について記載。修

了証明書には、有効期限を明記しなければならない。なお、

登録講習機関において無人航空機講習を修了した者は実地

試験が免除されるが、当該免除は無人航空機講習を修了し

（別添）無人航空機講習事務規程に記載すべき内容 

 

登録講習機関に登録された者に対し届出を求める無人航空機講習事

務規程（以下「事務規程」という。）に記載すべき内容は、無人航空

機の登録講習機関及び登録更新講習機関に関する省令（令和４国土交

通省令第 59 号）第８条に定められており、また、講習の内容等に関す

る基準は登録講習機関の教育の内容に関する基準等を定める告示（令

和４年国土交通省告示第 951 号）に定められている。 

これらの基準を踏まえ、事務規程には以下の内容を具体的に記載する

こと。 

 

（事務規程への記載事項） 

事務規程に記載すべき項目及び内容は、次のとおりである。 

（１）～（４） （略） 

（５）教科書の名称、著者及び発行者 

講習で使用する教科書について記載。シラバス内で記載して

もよい。 

（６）登録講習機関における無人航空機講習の修了証明書の交付及

び再交付に関する事項 

 

（２）で記載した講習機関の種類ごとに、修了条件と修了し

た際に交付する修了証明書の記載要領について記載。修了証明

書には、有効期限を明記しなければならない。なお、登録講習

機関において無人航空機講習を修了した者は実地試験が免除さ

れるが、当該免除は修了証明書発行日から１年を経過しない日



 

 

た日から１年を経過しない日までの間となっていることか

ら、修了証明書の有効期間は１年後の前日までとすること。

また、紛失等に対応するため、修了証明書の再交付について

受付可能な条件を含め記載すること。さらに、修了証明書の

交付及び再交付が適切であることを証するために必要な無

人航空機講習の記録簿、修了審査の採点用紙及び修了証明

書発行台帳等の内容及び保管についても記載すること。な

お、無人航空機講習の記録簿には、講習科目、講習日、講習

時間及び講習を行った講師名についても記載をし、修了審

査の採点用紙には、修了審査科目、修了審査日、修了審査員

名、減点の回数及び各減点の減点細目についても記載する

こと。 

（７）登録講習機関管理者の氏名及び経歴 

管理者一覧表の提出に替えてもよい。この場合、管理者一

覧表による旨を記載し、事務規程の別紙として添付しなけ

ればならない。 

（８）～（10）（略） 

（11）その他無人航空機講習事務に関し必要な事項 

① ～ ③  （略） 

④ 実地講習における安全対策 

特定飛行に該当する実地講習を行う場合にあっては、

修了審査員又は講師及び受講者が必要な許可・承認証

を取得するとともに、これを適切に保管すること及び

その保管期間を記載するものとする。 

⑤ （略） 

までの間となっていることから、修了証明書の有効期間は１年

とすること。また、紛失等に対応するため、修了証明書の再交

付について受付可能な条件を含め記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）登録講習機関管理者の氏名及び経歴 

管理者一覧表の提出に替えてもよい。この場合、管理者一覧

表による旨を記載し、事務規程の末尾に添付しなければならな

い。 

（８）～（10）（略） 

（11）その他無人航空機講習事務に関し必要な事項 

① ～ ③ （略） 

    ④ 実地講習における安全対策 

 

 

 

 

⑤ （略） 



 

 

⑥ 国土交通省航空局との連絡方法等 

  ⑦ 講習事務における不適切事象発生時の報告 

⑥ 航空局との連絡方法等 

（新設） 

 


